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はじめに 

がけ崩れなどの土砂災害は、浸水害とは異なり、災害の規模や発生時刻の予測

が難しい特性を持っています。 

 福井県でも平成 16 年 7 月の福井豪雨や平成２５年９月の台風第 18 号など

による土砂災害が発生しています。 

 これまで県では、「土砂災害警戒区域における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律」（以下「土砂災害防止法」という。）第７条に基づき、土砂災害警戒区

域等（土砂災害のおそれのある区域）の指定を推進してきました。 

要配慮者利用施設においては、利用者などの生命・身体を守るために、大雨

が降った際などにおける、がけ崩れなどの土砂災害に対応するための計画を整

備するため、土砂災害に対する計画に規定すべき事項や避難の考え方などを整

理した「土砂災害避難マニュアル作成の手引き」を平成 23 年 3 月に策定しま

した。 

 その後、平成 28 年台風第 10 号により、岩手県岩泉町で高齢者施設が被災

し入所者 9 名全員が亡くなる水害が発生し、高齢者施設において、適切な避難

行動がとられなかったことが課題とされました。この災害をきっかけとして、

水防法等の一部を改正する法律（平成 29 年 5 月 19 日法律第 31 号）が改正

となり、土砂災害防止法も改正されました。 

この法律改正に伴い、土砂災害警戒区域等内に立地し、市町地域防災計画に

その名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者または管理者は、

避難確保計画の作成および避難訓練の実施が義務付けられるとともに、作成し

た避難確保計画は、市町長への報告が義務となります。（下記抜粋参照） 

本手引きは、福井県が平成23年に作成した既資料「土砂災害避難マニュアル

作成の手引き」を基に、H29の法改正に伴い国土交通省が作成した「要配慮者

利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」の内容を

加えて更新したものになります。 

従って、既に土砂災害避難マニュアルを基に作成している施設においては、当

手引きを参考に避難確保計画に更新をお願いします。 

 また、既存の計画に土砂災害に関しての記載がない施設においては、当手引き

を参考に土砂災害に関する避難確保計画を追記あるいは新たに作成をお願いし

ます。 



土砂災害防止法第８条の２より抜粋 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第八条の二 前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定め

られた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、急傾

斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している

者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成

しなければならない。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したとき

は、遅滞なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様と

する。 

３、４ 略 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画に定めるところ

により、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配慮者利用施設を

利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行わなければならない。 

・要配慮者利用施設とは

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利

用する施設



◎作成する前にお読みください 

土砂災害に関する避難確保計画は、当該施設を利用する要配慮者（利用者）が、土砂

災害により被害を受けることがないように、施設職員や利用者を土砂災害から守ること

を目的に作成するものです。 

また、作成した避難確保計画に基づいて安全な避難行動を確実に行うことができるよ

う、防災教育や訓練を行い、施設職員や利用者に対して、土砂災害に関する知識を深め

るとともに、訓練等を通して課題等を抽出し、必要に応じて当該計画を見直ししていく

ことも重要です。 

  土砂災害に関する避難確保計画の構成例を示します。 

避難確保計画の構成例 

１ 目的 

２ 情報の収集 

３ 防災体制 

４ 事前対策 

５ 避難 

６ 点検 

７ 防災教育・訓練の実施 

避難確保計画に記載すべき事項は、土砂災害防止法施行規則第五条の二に定められて

います。 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項） 

 第五条の二 法第八条の二第一項の急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合に

おける要配慮者利用施設（法第八条第一項第四号に規定するよう配慮者利用施設をいう。以

下同じ。）を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練をその他

の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

一 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

防災体制に関する事項 

二 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用し

ている者の避難の誘導に関する事項 

三 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

四 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定し

た防災教育及び訓練の実施に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要

な措置に関する事項 
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　　Ⅰ　本手引きの構成

１-１ 想定される土砂災害の把握

１ 立地条件と災害予測

平常時の対策

（Ｐ．3）

〔施設周辺状況図〕

〔土砂災害ハザードマップ〕

２ 情報の収集

２-２ 「雨量・水位」

２-１ 「気象情報」

２-４ 「避難に関する情報」

２-５ 「前兆現象」

〔気象・災害情報入手先リスト〕

災害時の対応（行動手順）

４-２ 避難の判断

４-１ 施設の休業判断

３ 防災体制

４ 休業や避難方法の判断基準（事前対策）

５ 避難

〔職員緊急連絡網〕

〔防災体制表〕 〔役割分担表〕

〔施設利用者一覧表〕

〔臨時休業判断基準〕

〔避難判断基準〕

〔緊急・連絡先一覧〕

〔防災共助マップ〕

〔備蓄品リスト〕

〔配車計画〕 〔避難経路図（内・外）〕

３-１ 職員の招集・参集基準

〔職員招集・参集基準〕

５-１ 避難方法

６-１ 施設周辺・避難経路の

定期的な点検

６-２ 施設、設備の定期的な点検

７-２ 防災訓練の実施

７-１ 職員への防災教育

６ 点検

〔施設周辺点検リスト〕

〔施設の安全対策チェックリスト〕

〔設備チェックリスト〕

〔訓練用災害時行動手順チェックリスト〕

７ 防災教育・訓練の実施

３-４ 施設利用者状況の把握

３-２ 防災体制毎の役割分担

３-３ 職員の連絡体制

５-２ 防災関係機関等への連絡

５-４ 家族への連絡

５-６ 食料等備蓄品

５-５ 健康ケアとメンタル対策

５-３ 地域住民等の協力

大 雨 の お そ れ が あ る と き

（Ｐ．24）

（Ｐ．25）

（Ｐ．26）

（Ｐ．32）

（Ｐ．34）

（Ｐ．36）

（Ｐ．36）

（Ｐ．37）

（Ｐ．19）

（Ｐ．23）

（Ｐ．20）

（Ｐ．22）

（Ｐ．40）

（Ｐ．39）

（Ｐ．43）

（Ｐ．42）

（Ｐ．７）

（Ｐ．15）

（Ｐ．14）

（Ｐ．９）

２-６ 各防災情報を入手した

場合の対応 （Ｐ．16）

２-３ 「土砂災害の危険度に

関する情報」 （Ｐ．11）

〔防災教育内容〕

〔情報入手の流れ〕

〔情報伝達の流れ〕

〔通報の流れ〕

－1－
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Ⅱ 避難確保計画作成に当たっての留意点

○ 利用者特性の把握

  利用者の特性を把握し、情報伝達時や避難時などに、その特性に 

合わせた配慮を行いましょう。 

［タイプ分けと具体的な対応策へのヒント］ 

区 分 利用者特性によるタイプ分け 具体的な対応策へのヒント

情報の受信

に支援が必

要な方 

・目が不自由な利用者 

・耳が不自由な利用者 

・行動指示が正確に伝わらない利用 

 者（認知症、知的障害がある者など）

・音声による誘導の検討 

・事前に情報伝達カードの準備 

・個別に避難誘導等介助者の確保

情報の発信

に支援が必

要な方 

・言葉が不自由な利用者 

・耳が不自由な利用者 

・自分の意思を正確に伝えられない 

 利用者（幼児、認知症、知的障害が 

ある者、精神障害がある者など） 

・避難誘導等介助者の確保 

・避難に係る細かい情報の提供 

・簡潔で具体的な指示 

移動に支援

が必要な方
・車いすや歩行補助具を使用してい 

 る利用者 

・一人では移動できない利用者

・移動手段として介助者と用具 

 の確保（車いす、ストレッチ 

ャーなど）

   （寝たきり等虚弱な利用者） 

・目が不自由な利用者 

・避難誘導等介助者の確保 

判断に支援

が必要な方
・状況の理解や判断が困難な利用者 

  （認知症、知的障害がある者、精神障

 害がある者、幼児、低学年児童など）

・適切な指示と誘導をする介助 

 者の確保 

・施設入所児童の登下校時の安 

 全の確保 

 ○ 作成プロセスも大事に

  作成するプロセスも重要であるので、作成の際は、施設内の全職種、 

全部門の参加を得ることが必要です。 

 ○ シンプルかつ具体的な内容

  避難確保計画は、緊急時に用いることから、図表や箇条書きなどの手法

を用い、シンプルかつ具体的なものにしましょう。 
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Ⅲ 避難確保計画の作成 

１-１想定される土砂災害の把握 

◆施設の立地条件（環境）や予測される災害を把握し、記載しましょう。 

【 ポイント 】 

施設のある場所（周囲の環境）によって、土砂災害の種類・被

害の範囲・発生源の方向が異なります。施設がどんな場所に建っ

ているのか、どれくらい土砂災害のおそれがあるのかを土砂災害

ハザードマップ等を活用し、しっかり把握しておきましょう。 

○土砂災害の種類

・ がけ崩れ      ・土石流       ・地すべり 

＊詳細は「Ⅳ 土砂災害とその特性」に記載

○土砂災害ハザードマップとは 

 ・土砂災害の危険性に関する情報を知る方法として、市町が作

成・配布するもので、土砂災害に関して、被害のおそれのある

区域および避難地・避難経路が記載されている地図のこと。 

【入手方法】 

ハザードマップは

市町のホームページ

で公表しているとこ

ろが多く、公表されて

いない場合は、市町の

防災担当部局に問い

合わせましょう。 

１ 立地条件と災害予測 

ハザードマップの例 
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○土砂災害のおそれのある区域とは 

 ・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律（以下、土砂災害防止法）に基づき実施された調査によって

明らかとなった土砂災害が発生した場合に住民等の生命または

身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区域のことを指

し、「土砂災害警戒区域」（イエローゾーン）という。 

・特に、建築物に損壊が生じ、住民等の生命または身体に著しい

危害が生ずるおそれがあると認められる区域を「土砂災害特別警

戒区域」（レッドゾーン）という。 

○土砂災害警戒区域等の範囲イメージ 

・ がけ崩れ      ・土石流        ・地すべり 

（急傾斜地の崩壊） 

○土砂災害警戒区域等の確認方法 

・各市町の土木担当課または県土木事務所で土砂災害警戒区域等

や土砂災害が建物に及ぼす力を確認することができます。 

（土砂災害警戒区域等の公示図書を縦覧することができます。） 

・下記のホームページからも土砂災害警戒区域等や土砂災害が建

物に与える力の情報を入手できます。 

●土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

 （福井県土砂災害警戒区域等管理システム） 

   http://sabogis.pref.fukui.jp/

福井県土砂災害警戒区域 検 索 
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○施設周辺状況図の作成 

 ・土砂災害ハザードマップや公示図書により把握した土砂災害警

戒区域等の情報を用いて、施設を中心とした周辺状況の地図を作

成しておくと、避難方法等を検討する上で役に立ちます。 

   また、公示図書には土砂災害が発生した場合にどのくらいの

高さまで土砂が溜まるかも記載されていますので、施設のどの階

層まで土砂が到達するのかを事前に確認することができます。施

設周辺状況図の作成と併せて、横断図の作成も行いましょう。 

○公示図書とは 

 ・土砂災害警戒区域等を表示したものです。土砂災害警戒区域等

管理システムから見ることができます。（下記参照） 

④表示されたものが公示図書です。

③ 属性情報が表示されます。一番下 

にあるpdfファイルをクリックします。 

②黄色く塗りつぶされている範囲をク

リックすると、左側に詳細を表示が表示

されますので、クリックします。

① 調べたい市町名・字を入力すると、地

図が表示されます。
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作成例  施設周辺状況図

施  設  周  辺  状  況  図  

横 断 図  

○○苑 
△-Ⅰ-○○（がけ） 

△-○-1-○○（土石流） 

施設 
がけ 

１８ｍ 

３Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

土砂の堆積範囲 

１.５ｍ 
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２-１「気象情報」 

◆「気象情報」の種類と入手方法をリストアップしましょう。 

【 ポイント 】 

気象情報の収集は自ら積極的に実施しましょう。事前に情報を

入手することで、早期に防災体制を構築することができ、避難の

判断にも活用できます。 

○土砂災害に関する気象情報の種類 

 ・天気予報  

 ・注意報・警報  

 ・雨雲の予測  

 ・台風情報  

○テレビやラジオのほか、パソコンや携帯端末からも土砂災害に関

する気象情報を入手できるように準備しておきましょう。 

○気象情報は、以下のホームページから入手できます。 

表示例 福井地方気象台ホームページ、気象庁ホームページ 

福井地方気象台                 気象庁 

２ 情報の収集 

●気象情報
 （福井地方気象台）

http://www.jma-net.go.jp/fukui/index.html

（気象庁）
http://www.jma.go.jp/jma/index.html 

福井地方気象台 検 索 

気象庁 検 索 

防災気象情報メニューのページへ 
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入手したい情報をクリック 

すると、下記画面が表示さ

れます。  

 注意報・警報 

 雨雲の様子 

 台風情報 

防災気象情報メニューのページ 

用語説明 

…巻末資料参照 
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２-２「雨量・水位」 

◆「雨量情報・水位」の情報の入手方法をリストアップしましょう。 

【 ポイント 】 

大雨の際に、施設周辺の雨量や河川水位を確認することで、土

砂災害のおそれが高まっていることを自ら判断できます。 

○事前に施設周辺の観測雨量（雨量観測局）や河川水位（水位観測

局）を確認し、大雨の際は、どの観測局の情報を参考とするのか

を定めておきましょう。 

○「雨量情報・水位」の情報は、以下のホームページから入手でき

ます。 

表示例 福井県河川・砂防総合情報システム 

●河川水位・土砂災害情報等
  （福井県河川・砂防総合情報システム）

 http://ame.pref.fukui.jp/

携帯サイトアクセスコード（i-ameメール登録） 

福井県河川砂防 検 索 

水位観測情報へ 

雨量観測情報へ 
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 雨量情報            河川水位情報 

入手したい観測局をクリックすると、詳細な観測情報が表示されます。 

施設周辺の観測局を事前に確認しておきましょう。 
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２-３「土砂災害の危険度に関する情報」 

◆「土砂災害警戒情報」や「土砂災害危険度情報」等の内容・入手方

法確認しましょう。 

【 ポイント 】 

大雨警報が発表され、土砂災害のおそれが高まったときには、

「土砂災害警戒情報」が発表されます。発表される前にあらかじ

め補足情報として、「土砂災害危険度情報」を自ら確認し、施設

周辺の土砂災害の危険度を把握し、状況により自身の判断で、避

難を開始しましょう。 

○土砂災害警戒情報とは 

   ・大雨警報が発表されている状況で、大雨による土砂災害の恐れ

が高まった時に、各市町長が発令する避難指示等や、住民が自

主避難を行う際の判断の参考となるよう、県と気象台が連携し

て共同発表する防災情報です。 

○土砂災害危険度情報とは（※） 

・「土砂災害警戒情報」を補足する情報で、県がインターネット

で提供しています。県内を５ｋｍおよび１ｋｍの格子状（メッ

シュ）に区分し、区分毎の土砂災害の危険度を表示しています。

これによりどの地域が、より危険性が高まっているのかが分か

ります。                （表示例P.13） 

※土砂災害危険度情報の他、気象台が提供している土砂災害警戒判定 

メッシュ情報があります。提供している情報の内容はほぼ同じものに 

なります。大雨時には、アクセスが集中し閲覧が難しいことが想定さ 

れますので、どちらでも見られるようお気に入り等に登録しておきま 

しょう） 
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○土砂災害警戒情報の入手方法 

   ・市町から様々な方法で伝達されます。事前に伝達方法を確認し

ておきましょう。 

土砂災害警戒情報伝達イメージ 

○土砂災害警戒情報の補足情報（土砂災害危険度情報）は、以下のホー

ムページから自ら入手してください。 

●河川水位・土砂災害情報等
  （福井県河川・砂防総合情報システム）

 http://ame.pref.fukui.jp/

福井県河川水位 検 索 

大雨警報発表

情報交換 福井地方気象台福井県（砂防海岸課）

県民のみなさん

報 道警戒避難の 呼びかけ

補足情報
地域の危険度情報

提 供

土 砂 災 害 警 戒 情 報

共同 発表

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ
福井県（危機対策・防災課）

報 道 機 関

通 知

通 知

発 表

災害時要援護者関連施設

土砂災害に関する情報

避難勧告等

（（FAXFAX））

（（FAXFAX））

市 ・ 町

避難勧告等

大雨警報発表

情報交換 福井地方気象台福井県（砂防海岸課） 情報交換 福井地方気象台福井県（砂防海岸課）

県民のみなさん

報 道警戒避難の 呼びかけ

補足情報
地域の危険度情報

提 供

土 砂 災 害 警 戒 情 報

共同 発表

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ
福井県（危機対策・防災課）

報 道 機 関

通 知

通 知

発 表

災害時要援護者関連施設

土砂災害に関する情報

避難勧告等

（（FAXFAX））

（（FAXFAX））

市 ・ 町

避難勧告等

要配慮者利用施設 

福井県（砂防防災課） 
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表示例 土砂災害危険度情報 

福井県河川・砂防総合情報システムトップページ           

危険度判定図 

土砂災害警戒判定メッシュ情報

防災気象情報メニューのページ 

５ｋｍの格子状（メッシュ）区分の

危険度が色分けして表示されます。 

黒 ：現在土砂災害発生のおそれあり

紫 ：1 時間以内に土砂災害発生のおそれあり

薄い紫：2 時間以内に土砂災害発生のおそれあり 

 赤 ：土砂災害に警戒 

黄 ：土砂災害に注意 

対象地区の表示

危険度レベルと

コメントの表示

土 砂 災 害 発 生 の

お そ れ が 高 い 領 域

土 砂 災 害 発 生  

危 険 基 準 線

さらに１ｋｍメッシュ区分の危険度

が色分けして表示されます。 

 施設周辺の道路や河川等を参考に、

施設所在地を把握しておきましょう。

気象庁 

福井県 
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２-４「避難に関する情報」

◆「避難に関する情報」の入手方法をリストアップしましょう。 

【 ポイント 】 

市町からの避難に関する情報は、避難する時期を判断するため

に大変重要な情報です。情報の内容や入手方法を確認しておきま

しょう。 

○市町から伝達される避難に関する情報の種類 

※１ 近隣の安全な建物：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な場所・建物 

※２ 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等への移動 

注意点 突発的な災害の場合、市町長からの避難勧告等の発令が間に合わないこともあるため、

身の危険を感じたら躊躇なく自発的に避難する。 

○情報の入手方法 

   ・市町からは避難に関する情報が様々な方法で伝達されます。事前に伝達方法 

を確認しておきましょう。情報は、以下のホームページから入手できます。 

災
害
の
危
険
性

福井県災害防災情報 検 索 

 http://bousai-portal.pref.fukui.lg.jp/public/index.php 

●防災・災害情報

避難準備・高齢者等避難開始 

・避難に時間がかかる要配慮者とその支援者は立ち退き避難する。 

・その他の人は立ち退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気象情報、水位情

報等に注意を払い、自発的に避難を開始することが望ましい。 

・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域や急激な水位上昇の

おそれがある河川沿いでは、避難準備が整い次第、当該災害に対応した指定緊急避

難所へ立ち退き避難することが強く望まれる。 

避難勧告 

・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ速やかに立ち退き避難する。 

・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判

断する場合には、「近隣の安全な場所」※１へ避難や、少しでも命が助かる可能性

の高い避難行動として、「屋内安全確保」※２を行う。

避難指示（緊急） 

・既に災害が発生していてもおかしくない極めて危険な状況となっており、未だ避難

していない人は、予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ緊急に避難する。 

・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判

断する場合には、「近隣の安全な場所」※１へ避難や、少しでも命が助かる可能性

の高い避難行動として、「屋内安全確保」※２を行う。

高

低
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２-５「前兆現象」

◆土砂災害の前兆現象を知っておきましょう。 

【 ポイント 】 

土砂災害の発生にはいくつかの特徴的な前兆現象があります。

下記のような前兆現象を確認したら、大変危険な状態です。速や

かに避難するよう、平常時から心がけましょう。 

  ○土砂災害の前兆現象 

がけ崩れ 

  ・がけからの水が濁る        

・がけの斜面に亀裂が入る 

・小石がばらばら落ちてくる  

・がけから異常な音がする 

土石流     

・山鳴りや立木の裂ける音、石のぶつかりあう音が聞こえる 

・雨が降り続いているのに川の水位が下がる（鉄砲水の前兆） 

・川の水が急に濁ったり、流木が混ざりはじめる 

・異常な匂いがする（土の腐った匂い、きな臭い匂い等） 

地すべり  

・地面からひび割れができる  

・沢や井戸の水が濁る  

・斜面から水が吹き出す      

・電柱や塀が傾く 
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２-６各防災情報を入手した場合の対応

◆防災情報毎の対応を検討しておきましょう。 

【 ポイント 】 

入手した情報によって求められる対応も異なります。下記の対

応例を参考にして、各情報の意味を考慮しながら、非常時でも的

確な対応が行えるようにしましょう。また、各情報の伝達方法を

確認しましょう。⇒ 関連項目：4－2 避難の判断 P25

（１）大雨警報や台風等の気象情報を入手した場合 

作成例 メディア等からの情報（天気予報、注意報警報、雨雲の様子） 

（情報入手の流れ ⇒関連項目：3-2 防災体制毎の役割分担（Ｐ．20）） 

・非常時の役割分担の再確認、施設職員の増員検討、避難手段の

確認（避難先・介護タクシー等事業者への連絡、支援の確認）、

医薬品などの非常持ち出し品の準備、デイサービスの中止検討、

利用者の一時帰宅の要請などに配慮してください。 
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（２）○○市町から下記の情報を入手した場合 

作成例 避難準備・高齢者等避難開始、土砂災害警戒情報等 

（情報伝達の流れ ⇒関連項目：3-2 防災体制毎の役割分担（Ｐ．20）） 

・避難準備・高齢者等避難開始が発令されるなどし、避難を開始する

場合、市町に報告をするか、連絡する担当課、連絡する手段を事前

に相談して取り決めておきましょう。非常時の役割分担に応じて、

施設利用者の避難誘導を開始してください。 

・避難勧告、避難指示（緊急）が発令された場合、非常時の役割分担

に応じて、施設利用者を直ちに避難誘導してください。 

・避難にあたっての報告例 

【館内放送の例】 

「これより（どこへ）、（どうやって）避難を開始します」と施設

職員・利用者等に周知する。 

【市町への報告例】 

 〔施設名〕は、避難準備・高齢者等避難開始が発令されたため、

△△施設に避難を開始します。避難完了後、また〔電話〕にて報

告します。 

○○市町○○課

TEL 000-0000

FAX 000-0001

Eメール000＠00.jp

情報収集・連絡担当班

TEL 氏名

FAX 氏名

館内放送 氏名

※

TEL

FAX

Eメール

広報車

防災無線

口頭

館内放送

総括責任者

氏名

班員・利用者

安全対策班

氏名

口頭 直接

利用者

施設管理者

口頭

○○市町○○課

TEL 000-0000
FAX 000-0001

※TEL、FAX等で、○○に避難する旨を報告
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（３）下記現象を確認し、施設から○○市町および消防等へ発信する場合 

作成例  前兆現象・被害報告等 

（通報の流れ ⇒関連項目：3-2 防災体制毎の役割分担（Ｐ．20） 

5-2 防災関係機関等への連絡（Ｐ．32）） 

・前兆現象や土砂崩れ等を確認した場合 

○○市町や 119 番消防へ連絡または通報するとともに、自主避難を

開始してください。 

総括責任者

氏名

○○市町○○課

TEL 000-0000

FAX 000-0001

Eメール000＠00.jp

○○消防署

TEL 000-0119

又は119番通報

※必要な場合口頭

施設管理者

TEL

Eメール

情報収取・連絡担当班

氏名

情報収集・連絡担当班

氏名
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３-１ 職員の招集・参集基準 

◆大雨のおそれのある場合の職員の招集・参集基準を設けましょう。 

【 ポイント 】 

大雨洪水注意報や警報等の災害関連情報が発表された場合にお

ける職員の招集・参集基準を、情報毎に必要な防災体制を検討し、

定めておきましょう。 

  ○的確な情報収集・伝達、そして迅速な避難行動ができるように、誰

が何をするのかを明確にし、必要な業務を実施できる人員を確保し

ておくことが重要です。 

  ○昼間だけではなく、施設職員が少ない夜間について、特に体制を確

保しておくことが必要です。 

○防災体制の解除基準も定めましょう。（例：大雨注意報が解除さ

れた場合 など） 

 作成例  招集・参集基準（例） 

３ 防災体制 

判断基準 主な業務内容 対応者

注意体制
（体制①）

・台風の接近が予想される場合
・大雨が予想される場合

・気象情報等の情報収集
情報収集・連絡担当班○名
合計○名

警戒体制
（体制②）

・大雨警報が発表された場合
・気象情報等の情報収集
・避難準備

総括責任者　○名
情報収集・連絡担当班　○名
安全対策班　○名　　合計○名

非常体制
（体制③）

・避難準備・高齢者等避難開始等が発
令された場合
・土砂災害警戒情報が発表された場合

・気象情報等の情報収集
・関係行政機関等への連絡・通報
・避難誘導

総括責任者　○名
情報収集・連絡担当班　○名
安全対策班　○名　合計○名
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３-２防災体制毎の役割分担 

◆防災体制時の役割分担を定めましょう。 

【 ポイント 】 

防災体制時には施設の職員がそれぞれの役割を責任もって行え

るように、各班で行うべき業務をできるだけ具体的に定め、職員に

周知しておきましょう。 

○防災体制表 

 防災体制毎に必要な担当の人数を決定しておきましょう。その際

は、施設の規模、形態に応じた体制づくりを検討しましょう。 

作成例 防災体制表 

担当 業務内容
統括責任者 ・総括責任（避難の判断など防災対策についての

 指揮ほか全般）

情報収集・連
絡 担 当 班

・気象・災害の情報収集

・職員への連絡、職員・職員家族の安否確認
・関係機関との連絡、調整
・利用者家族への連絡
・地域住民やボランティア団体、近隣の社会福祉
　施設への救援の要請と活動内容の調整
・避難状況のとりまとめ

物 資 班 ・食料、飲料水ほか備蓄品の管理、払出
・備蓄品の補給（販売店への発注）

安全対策班 ・利用者の安全確認

・施設、設備の被害状況確認

・利用者への状況説明
・利用者の避難誘導
・利用者の家族への引き渡し
・火の元の確認、初期消火

救 護 班 ・負傷者の救出
・負傷者への応急処置
・負傷者の病院移送
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○役割分担の際の留意事項 

・総括責任者が不在の際に災害への対応を迫られる場合もあるの

で、代行者や代行者不在の際の第２、第３の代行者など、複数の

責任者を定めておきましょう。 

・総括責任者だけでなく、各班でも、それぞれ複数の者が指揮を

取れるよう代理を決めておきましょう。 

・指定に当たっては、夜間や休日であっても、速やかに参集でき

るよう役職、居住場所、交通手段等を考慮しましょう。 

・公共交通機関や車等が使用できない場合の交通手段も検討して

おきましょう。 

・防災体制を執っている場合でも施設運営上の必要な業務の支障

とならないような班編成としましょう。 

・夜間など、平日の日中に比べて、職員の数が少ない場合の対応

策も検討しておきましょう。 

・当番の方は、出動が予想されある場合には準備に心がけましょ

う。 

・当番日の都合が悪い場合は、各自の責において交代要員を確保

しましょう。 

・勤務シフト等により、職員を固定できない場合は、役職・担当

職名等で記載しましょう。 

・職員の異動等による担当者の変更が考えられますので、適宜更

新してください。 
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３-３職員の連絡体制 

◆職員への防災連絡体制を定めましょう。 

【 ポイント 】 

職員の招集が速やかに行えるよう防災体制毎の緊急連絡網を定

め、防災連絡体制を整えておきましょう。 

○携帯電話等のメールによる一斉配信は、同時に多人数に情報を送

る手段として有効ですので、連絡体制に活用しましょう。 

作成例  職員緊急連絡網 

班

班

班

統括責任者：（役職）○○○○
携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◆◇◆

施設統括 施設管理者〔施設長 ○○○○〕

携帯：080-1111-○○○○
自宅：0776-××-◎◎◎◎

情報収集・連絡担当班

安全対策班

救護班

物資班

班長：（役職）○○○○

携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◆◇◆

班長：（役職）○○○○

携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◇◇◇

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・

班員（救護班）：（役職）○○○○

携帯：080-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

班員：（役職）○○○○

携帯：090-1111-△△△△
自宅：0778-○○-◇◆◇◆

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

班員（物資班）：（役職）○○○○

携帯：080-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

…
…

≪昼間≫

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

統括責任者：（役職）○○○○
携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◆◇◆

施設統括 施設管理者〔施設長 ○○○○〕

携帯：080-1111-○○○○
自宅：0776-××-◎◎◎◎

情報収集・連絡担当班

安全対策班

救護班

物資班

班長：（役職）○○○○

携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◆◇◆

班長：（役職）○○○○

携帯：080-2222-○○○○
自宅：0776-××-◇◇◇◇

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・

班員（救護班）：（役職）○○○○

携帯：080-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

班員：（役職）○○○○

携帯：090-1111-△△△△
自宅：0778-○○-◇◆◇◆

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

班員（物資班）：（役職）○○○○

携帯：080-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・

…
…

≪夜間≫

班員：（役職）○○○○

携帯：090-・・・・-・・・・
自宅：0776-・・-・・・・
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３-４ 施設利用者情報の把握 

◆利用者に関する情報を一覧表に整理しましょう。 

【 ポイント 】 

利用者の氏名、生年月日、薬、心身の状態や家族連絡先などが分

かる一覧表を作成し、避難しなければならなくなった場合に備えて

おきましょう。 

  ○利用者一覧表の作成にあたって 

・利用者の特性によるグループ区分も記載し、情報伝達時や避難

時等には、その特性に合わせた配慮を行いましょう。 

・個人情報保護の観点からデータの保管・管理には細心の注意を

払いましょう。 

・利用者一覧表は、情報伝達時や避難時等の他にも避難後の家族

への連絡の際も使用します。１箇所の保管では、被災により利

用できなくなることもあるので、複数箇所で保管するなどの工

夫をしましょう。 

作成例  施設利用者一覧表 
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４-１ 施設の休業判断 

◆臨時休業の判断基準や決定の手順等を定めましょう。 

【 ポイント 】 

台風の接近や大雨予報など予め土砂災害の危険性が高まること

が予測される場合は、施設の休業を検討しましょう。（通所・通院

施設の場合） 

○臨時休業の判断基準を決定するにあたって 

・施設の所在する地域だけでなく、利用者等の住んでいる地域や

通所経路等の危険箇所を把握した上で、定めた基準等を基に適

切に臨時休業の判断が下せるようにしておきましょう。 

・利用者への連絡方法、連絡時間等について、周知しておきまし

ょう。 

・前日に想定できる場合は、前日に決定し、利用者等に周知して

おきましょう。 

・不特定の利用者が利用する施設については、気象状況による休

業基準を施設内に掲示するなどして、日頃から周知しておきま

しょう。 

・施設職員の役割分担を再確認しておきましょう。 

作成例  臨時休業の判断基準 

４ 休業や避難方法の判断基準（事前対策）

・台風が直近を通ることが予想されるとき。 

 ・土砂災害警戒情報や記録的短時間大雨情報が発表されたとき。 

・特別警報が発表されたとき 
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４-２ 避難の判断

◆避難の判断基準を定めましょう。

【 ポイント 】 

市町の防災担当課等から避難に関する情報を得たときや施設周

辺で前兆現象を見つけたときには、避難しましょう。 

○避難の判断 

・「避難準備・高齢者等避難開始」が発令されたときなどが避難

開始のタイミングになります。 

・土砂災害の「前兆現象」が現れた場合は、とても危険な状況で

す。土砂災害危険度情報の状況によらず、一刻の猶予なく直ち

に避難しましょう。 

 ⇒ 関連項目：2-5 「前兆現象」の確認（Ｐ．15） 

○避難所状況の確認 

 ・避難所が開設されているかの確認や受入れ協力施設への連絡

等を行い、状況によっては適切な避難のタイミングを検討しま

しょう。 

    土砂災害警戒情報・気象情報・避難勧告等関係（イメージ） 
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５-１ 避難方法 

◆施設毎の特性に合わせた避難場所や避難誘導手順を定めましょう。 

【 ポイント 】 

土砂災害から身を守るためには、出来るだけ早い時期に施設外へ

避難することが原則です。市町の防災担当課または福祉担当課と協

議して、施設の立地条件に応じた避難場所や入所者の特性による避

難誘導手順について決めておきましょう。 

早めの段階で「空振り覚悟で早めの避難」を心がけましょう。 

施設外避難 

  ・指定緊急避難場所への避難または、そこまでの避難が困難な場合

は、近隣の避難場所に退避する。 

・自力で避難することが困難な利用者等を避難所に搬送する手段と

して、施設の車両などを活用して、あらかじめ選定した避難所（施

設）、または、屋外の土砂災害警戒区域外へ避難します。施設の

車両だけでは不十分な場合は、地域の自主防災組織やバス・タク

シーを保有する事業者と緊急時の搬送協定や覚書を締結してお

くことも有効です。 

○避難場所の設定 

  安全な避難場所まで避難を行うためには、あらかじめ避難場所を確

認し、決めておくことが重要です。 

  指定緊急避難場所や指定避難場所は市町のホームページから確認

できます。（ホームページに記載がない場合は、市町に問い合わせて

確認しましょう。） 

○施設外への避難方法を決定するには、下記の手順で検討しましょう。 

①入所者の特性によるグルーピング 

②グルーピングを考慮した避難誘導手順の決定 

 ※避難路で土砂災害が発生した場合や激しい降雨などで屋外へ出る

ことが危険な「緊急やむを得ない場合」は最低限のリスク回避と

して、施設内での避難方法も検討しておきましょう。 

⇒関連項目：「緊急やむを得ない場合」の避難方法（Ｐ．30） 

５ 避難
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①入所者の特性によるグルーピング 

入所者の状態によって、移送方法別にグループ分けをし、避難

が効率的にできるよう備えておきましょう。グループ分けは施設

利用者一覧表に整理しておき、避難時には、グループ別に色分け

した名札（服用薬や連絡先なども記載）・腕章を首からかけるな

どしましょう。 

作成例  グルーピング例 

  a.短い距離は歩行できる者 

b.移動に車いすを使用し、かつ、自力で座位が保持でき、マイク

ロバス等の座席に座ることができる者 

c.移動にリクライニング式車いすやストレッチャー等を使用し、

かつ、自力で座位が保持できず、マイクロバス等の座席に座る

ことができない者 

②避難パターンやグルーピングを考慮した避難誘導手順の決定 

    避難誘導は、グループ分けされた入所者

について、それぞれ可能な移送手段を用い

て行いましょう。 

・避難所については、立地条件・収容人

   員や利用者の特性を考慮して設定する

   ようにしましょう。 

・避難経路については、土砂災害ハザー

   ドマップを参考に複数設定・作成し、

   選択できるようにしましょう。 

・設定した避難経路は実際に通って、途

   中の危険な箇所や所要時間等を把握し

   ておきましょう。 

・移動手段は、事前に利用者の割り振りを行い、利用者に伝える 

ことが望ましい。 

・移送車両の確保と職員の配備  

移送する入所者から割り出される移送車両と介助人員の必要数

に基づき、配車計画を作成し、職員を配備しましょう。 
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  作成例  配車計画  ※事前に効率的な移送を検討しましょう。 

・移送方法の工夫  

自力で座位が保持できない人の移送手段が不足する場合は、

次のような方法も考えてみましょう。 

 (例) 

・施設職員や地域住民等が所有する乗用ワンボックスカーなど

人が横になれる広さのある車両の活用など、非常時ならでは

の様々な方法を検討しましょう。 

・ストレッチャーが不足している場合は、毛布や衣類を利用し

た応急担架を作成する方法もあります。 

・近隣施設への協力要請  

移送方法を工夫しても、車両が不足するときは、近隣施設が

所有する車両の応援を求めましょう。 

⇒関連項目：5-3 地域住民等との協力（Ｐ．34） 

移　送　先

施設内誘導担当

避難所担当

車　　　両

運転手

同乗者

乗車場所

１ 便 座席 名 座席 名 座席 名 座席 名

車いす 名 車いす 名 車いす 名 車いす 名

リクライニング式

車いす
名
リクライニング式

車いす
名
リクライニング式

車いす
名
リクライニング式

車いす
名

ストレッチャー 名 ストレッチャー 名 ストレッチャー 名 ストレッチャー 名

２ 便 座席 名 座席 名 座席 名 座席 名

車いす 名 車いす 名 車いす 名 車いす 名

年　　　月　　　日

人数 グルーブ①　　　名｜②　　　名｜③　　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　配　　車　　計　　画　　表
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○避難経路図の掲示 

   ・施設で定めた避難フロアや避難所と避難経路を記載した避難経

路図を、利用者の分かりやすい場所に掲示しておきましょう。 

 作成例  避難経路図 

 （施設外避難） 

避難経路上にある、がけやブロック塀、道路冠水時に見えなくなる可 

能性のある側溝やマンホールなど、危険な箇所を確認し、避難経路図

に記入するなどしておきましょう。 

アンダーパスなどの道路や地下駐車場が冠水すると来るまでの脱出

は困難になります。水圧で車のドアが開かなくなり、閉じ込められる

可能性があります。アンダーパスを回避した避難経路を作成しましょ

う。 
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●「緊急やむを得ない場合」の避難方法● 

・避難路で土砂災害が発生した場合や激しい降雨などで屋外へ出る

ことが危険な「緊急やむを得ない場合」は最低限のリスク回避と

して、施設内での避難となることもあります。下記の図を参考に

施設毎の特性に合わせた避難場所を判断しましょう。施設の構造

によっては、施設内避難が不可能と判断される場合もありますの

で、早めの避難を心がけましょう。 

土砂災害特別警戒区域 

（赤色で表示：レッド） 

災害発生時に、土砂の力で木造・プレハブ等の建物

が壊れ、生命または身体に著しい危害が生ずるおそ

れがある区域です。 

土砂災害警戒区域 

（黄色で表示：イエロー）

災害発生時に、土砂の到達するおそれのある区域で

す。窓などの強度の弱い開口部からは、土砂が流入

してくるおそれがあり、生命または身体に危害が生

ずるおそれがあります。 

×

×
×

木造・プレハブ等の場合 

ＲＣ等の強固な建物の場合 

土砂災害の発生源・・・がけや谷出口 

ＲＣ等・・・鉄筋コンクリート（ＲＣ）、鉄骨鉄筋コンクリート（ＳＲＣ）構造 

×

施設内避難は不可。施設外へ早めに避難
土砂災害の発生源と反対側でイエロー外へ

避難（２階以上の階層へ移動が望ましい）

※レッド内につき、 

倒壊のおそれあり

×

２階以上で土砂が堆積する高さ以上の階層

へ移動し、土砂災害の発生源と反対側へ避難 

土砂災害の発生源と反対側でイエロー外へ

避難（２階以上の階層へ移動が望ましい）
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作成例  避難経路図 

 （施設内避難） 

○施設の構造確認 

・事前に施設の構造を確認しておきましょう。ＲＣ等の施設であっ

ても、必要に応じて、土砂災害に対する施設の耐力を専門家に調

査してもらいましょう。 

○２階以上で土砂が堆積する高さ以上の階層へ避難する場合 

・エレベーターが停電により使用不能になることも考慮して、移

動時にエレベーター使用の必要性が高い順（グルーピングの例の

場合c→b→aの順）に移動しましょう。 

・２階以上であっても、窓などの開口部から土砂が流入してくる

おそれがあります。可能な限り窓等から離れた位置に避難しまし

ょう。 

○１階の土砂災害の発生源と反対側へ避難する場合 

・介助の必要性が高い順（グルーピングの例の場合c→b→aの順）

に移動しましょう。 
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５-２防災関係機関等への連絡 

◆防災関係機関等緊急連絡先一覧を作成しましょう。 

【 ポイント 】 

緊急事態発生時に、市町、消防その他の防災関係機関等に対して、

速やかに連絡・通報ができるよう連絡先を一覧表に整理しておきま

しょう。 

○緊急連絡先の整理 

・災害時には、固定電話や携帯電話はつながりにくくなるおそれ

があるので、代替手段を検討しておきましょう。グレーや緑の

公衆電話は通信規制の対象外であるため、繋がりやすくなって

います。ただし、停電時はテレフォンカードが使えないため、

あらかじめ10円、100円硬貨を用意しておきましょう。 

・市町について、防災担当課は、被災の状況によっては、電話が

通じにくくなる場合もあるので、福祉担当課の連絡先も把握し

ておきましょう。 

・家族などに安否を伝えたいときは、災害伝言ダイヤル「１７１」

（音声）や各携帯電話会社の災害伝言板（文字）を利用しまし

ょう。（上記のサービスは災害時のみ提供。） 

・通信機能がすべて途絶えた場合に備え、自転車やオートバイの

利用なども検討しておきましょう。 

統括責任者

安全対策班

救護班

市町役場

自主防災組織

消防署

警察署

利用者

病院

近隣の福祉施設

情報収集・連絡担当班

物資班
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作成例 緊急連絡先一覧表 

⇒ 関連項目：2-6 防災情報を入手した場合の対応（Ｐ．16）

 作成した連絡体制表は施設職員一人一人に配布するとともに、施設内の

職員がいつでも確認できる場所に掲示しておくことが大切です。 
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５-３ 地域住民等との協力 

◆地域住民や近隣施設、類似施設などの協力者のリスト・防災共助マッ

プを作成しましょう。 

【 ポイント 】 

災害が発生した場合には、避難時等に、近隣施設や地域住民の

協力も必要となることから、施設が立地する周辺地域とは、日頃か

ら連携を図っておきましょう。 

○施設間の協力関係 

・近隣施設、類似施設間で、利用者の一時受け入れや職員派遣等

の災害時協定を結ぶなど、協力関係を確保しておきましょう。 

・近隣の別の福祉施設等を避難所としたいときは、協力の依頼を

しましょう。必要に応じて、県または市町の福祉担当課にも依

頼し、先方施設と相談してもらいましょう。 

○地域住民との交流 

・日頃から、施設で地域の行事に参加したり、あるいは、バザー

などの催しに招待するなどして、地域住民との交流に努めまし

ょう。 

・協力者の例 

地域住民（自治会）、利用者の家族、福祉施設や医療施設の職

員、取引企業の社員、当該施設の退職職員、当該施設のボラン

ティア等 

○防災共助マップ作成（※）による地域の防災資源の発掘 

・災害時の避難所や移送車両､介助人員を確保するため､防災共助

マップの作成を通じて、地域の防災資源を発掘し、地域住民等

との協力関係を築いておきましょう。 

※防災共助マップ 

施設周辺の地図を見ながら、避難所や協力者を検討し、その候補を洗い出

して、要請を行った結果、協力関係が得られるようになった者を記載した

地図 



35

○市町への救援要請  

    ・近隣施設への協力を要請しても、移送車両が不足するときは、

市町の防災担当課または福祉担当課に相談して必要数を確保す

るようにしましょう。 

    ・被災し、利用者の生命・身体に危険が迫っている場合や施設が

周囲と孤立した場合など、施設自らや地域等の協力によっても

避難が困難となったときは、市町に救援を要請しましょう。 

○夜間の対応  

   ・移送に必要な介助人員を確保するため、職員や地域住民等の協

力者を招集しましょう。必要数が不足する場合は、地元消防団

等と相談し、派遣依頼など人員を確保するようにしましょう。

必要数が揃うまでは、施設内で待機することも考えましょう。 

   ・地域住民等に利用者の避難誘導等をしてもらうときは、職員の

指示の下、従事してもらうようにしましょう。 

  作成例  防災共助マップ 
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５-４家族への連絡 

◆利用者家族への安否情報の提供を行ないましょう。 

【 ポイント 】 

事前に定めた連絡方法により、家族に利用者と施設の状況を伝え

ましょう。 

   ○連絡方法 

   ・連絡方法については、「３-４ 施設利用者情報の把握」にて

作成した利用者一覧表を活用しましょう。 

５-５健康ケアとメンタル対策 

◆利用者の健康状態や精神状態を継続的に確認し、必要な対応を行な

いましょう。 

【 ポイント 】 

利用者の健康状態や精神状態を継続的に確認することで、体調管

理や不安感の軽減に努めましょう。 

○必要な対応 

・心身の変調が著しい利用者に対しては、市町と相談して医師やカウ

ンセラーの受診や受入れ可能な医療機関への入院の検討をしましょ

う。
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５-６ 食料等備蓄品 

◆災害時に必要な食料などを準備し、備蓄品リストを作成しましょう。 

【 ポイント 】 

避難先での対応に備え、必要となる物資や器材をリストアップし、

備蓄し、維持管理に努めましょう。

○備蓄品の準備 

・救援物資が届くまで、少なくとも３日程度は自力で対応できる

よう、食料や飲料水などを職員分も含めて備蓄しておきましょ

う。 

・備蓄した食料や医薬品が有効期限切れにならないよう、備蓄品

リストを作成し、定期的に在庫チェックをしておきましょう。 

・高齢者が入所する施設では、災害時に十分な調理が行えない

場合にも備えて、介護食の保存食の準備も検討しましょう。 

○主な備蓄品や災害時必要品の例 

区 分 品   名

 食 料 品 等 米、インスタント食品、ドライフーズ、レトルト食品、流動食、粉ミル

ク、飲料水（１人１日３リットル）、調味料など

炊 事 道 具 等 カセットコンロ、コンロ用ボンベ、なべ、やかん、簡易食器、箸など

 医 療 品 等 消毒薬、胃腸薬、傷薬、鎮痛剤、ガーゼ、包帯、脱脂綿、絆創膏、はさ

み、体温計など

情 報 機 器 等 携帯ラジオ、携帯テレビ、タブレット、トランシーバー、メガホン、

携帯電話、 

生 活 用 品 等 懐中電灯、電池、ローソク、ライター、タオル、石けん、トイレット

ティッシュペーパー、ウエットティシュ、簡易トイレ、紙おむつ、女

性用品、施設内避難のための寝具、防寒具 

移 送 用 具 等 車いす、ストレッチャーなど

安 全 用 品 等 ヘルメット、防災ずきん、ライフジャケットなど

作 業 機 材 等 かなづち、のこぎり、釘、スコップ、ツルハシなど

 医療施設用 緊急用簡易ベッド、緊急用医療機器、医薬品、医療用具など 

その他 利用者一覧表、蛍光塗料、案内旗 
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○備蓄品リスト 

・品目、数量、保管場所、有効期限、納入先等を記入し、定期的

に備蓄品と照合しましょう。また、その際、備蓄品等が利用可

能か確認しましょう。 

 作成例  備蓄品リスト 

備蓄品リスト

区　　分
非常時

用持出 数　量 保管場所 直近の有効期限
有効期限
対 象 数

電話番号

食料 ＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

… 　　年　　月　　日

医薬品 ＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

… 　　年　　月　　日

衛生品 ＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

＊ 　　年　　月　　日

… 　　年　　月　　日

消耗品 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

… 　　年　　月　　日

その他 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

… 　　年　　月　　日

最終在庫確認日 確　　認　　者

納入先

電池

ゴミ袋

タオル

ボンベ

カセットコンロ

ウエットティッシュ

割り箸

紙コップ

紙製容器

絆創膏

ガーゼ

品　　目

紙おむつ

消毒液

傷薬

止瀉薬

解熱薬

粉ミルク

カップ麺

水（2.0Lペットボトル）

保存用ご飯
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６-１ 施設周辺・避難経路の定期的な点検 

◆施設周辺・避難経路の気になる箇所を確認する点検箇所リストを作

成し、定期的に点検しましょう。 

【 ポイント 】 

日頃から施設周辺の自然状況の変化、植栽・斜面の状況、水路の

状況等を点検することにより、降雨時のがけの異常などの前兆現象

が把握しやすくなります。著しい変化等が見られる場合には、市町

の土木担当課や農林担当課、防災担当課等に相談しましょう。 

○施設周辺点検リストの作成 

・職員全員で施設周辺の気になる箇所等を話し合い、点検箇所リ

ストを作成しておきましょう。 

   ・避難路をふさぐ可能性がある施設敷地内の樹木や支障物等が無

いか点検し、樹木は適宜剪定しておきましょう。 

   ・施設周辺のがけ等に土砂災害の兆候がないか点検し、前兆現象

が見られた場合は市町や土木事務所に連絡しましょう。災害発

見や危険な兆候を察知した時は、消防に通報しましょう。 

・あわせて、過去のがけ崩れなどの災害履歴を地域の方とのコミ

ュニケーションにより入手しておくことが迅速な避難行動につ

ながります。 

  作成例  施設周辺点検リスト 

６ 点検
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６-２ 施設、設備の定期的な点検 

◆施設の安全対策チェックリスト等を作成しましょう。 

【 ポイント 】 

施設、設備、備品等について、災害時に損壊や転倒、飛散が起こ

らないよう、安全対策をしっかりしておきましょう。 

○土砂災害（風水害）対策 

   ・屋根瓦、雨戸などの点検補修を行いましょう。 

   ・排水溝のゴミ、泥を除き、排水点検を行いましょう。 

   ・強風により、木の枝が折れ、飛散しないため、樹木の剪定を行

いましょう。 

○共通対策 

   ・ライフラインが途絶えた場合を想定して、電気や水道などの通

常の使用量を把握し、代替手段が確保できるように備えておき

ましょう。 

   ・自家発電装置や電話交換機等情報機器類が被災しないよう、防

水工事等の安全対策を講じましょう。 

   ・電気系統の機器類や非常食、防災道具の保管場所が浸水しや

すい場所になっていないか確認しましょう。（不十分であれば、

場所の変更や浸水対策を行う） 

   ・近隣住民に助けを求めることができるように、施設屋外に救

難用サイン（非常サイレン、回転灯等）を設置など対策を講じ

ましょう。 

○ライフラインの確保について 

   ・災害発生時のライフラインの確保に万全を期すため、必要に応

じ、関係事業者(電気、水道、食料、医療用ガス、医療用機器、

薬剤等）等との協議を行いましょう。 

 地下室や地下倉庫など、地面より低い場所は浸水のおそれがあるた

め非常に危険です。 地下室が浸水すると、水圧で「開き戸」のドア

は開かなくなります。閉じ込められる前に急いで避難しましょう。 
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 作成例  施設の安全対策チェックリスト 

 作成例  設備チェックリスト 
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７-１ 職員への防災教育 

◆職員への防災教育を実施しましょう。 

【 ポイント 】 

避難確保計画の作成のみでは、非常時に迅速的確な行動を期待す

ることは出来ません。 

職員の災害に対する理解と関心を高め、いざというとき適切な対

応を取ることができるよう、各種災害の基礎知識や平常時、災害時

に取るべき行動等を内容とする防災教育を実施しましょう。 

○避難確保計画を活用した施設内研修を定期的に実施しましょう。 

 作成例  防災教育内容 

施設管理者は、土砂災害の危険性や前兆現象など、警戒避難体制に

関する事項を施設職員に対して研修を行い、情報伝達や自主避難の重

要性を理解するよう努めましょう。研修は、訓練と合わせて実施を計

画することを基本とし、その主な内容は以下のとおりとします。 

①土砂災害の前兆現象について 

②情報収集および伝達体制 

③避難判断・誘導 

④本避難確保計画の周知 

※県や市町において、防災出前講習会を実施しているところがあります

ので、活用してください。 

７ 防災教育・訓練の実施
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７-２ 防災訓練の実施 

◆避難確保計画に基づく防災訓練を定期的に実施しましょう。

【 ポイント 】 

防災教育と同様に、避難確保計画を効果的に活用するためには、

訓練が欠かせません。個々の職員の役割を確認するとともに、施設

の実態に即した実効性の高い訓練となるよう、訓練用災害時行動手

順チェックシートに従い実施しましょう。 

また、施設単独の避難訓練だけでなく、地域で開催される避難訓

練へも積極的に参加し、地域と一体になった警戒避難体制を確保さ

せましょう。 

○防災訓練の実施にあたって 

  土砂災害防止法第八条第五項により、避難確保計画に基づく避難

訓練の実施が義務付けられています。

・市町の防災担当課または福祉担当課、県、消防その他の防災関係

機関等の協力を得て実施するよう努めましょう。 

・利用者の安全対策が迅速にとれるように、地域住民の中の協力

者や近隣施設の参加も得て、実地に防災訓練を実施しましょう。 

・訓練実施後は、実施内容や反省点等を整理した記録簿を整理し、

避難確保計画の不備な点は修正しましょう。 

・火災を想定した訓練とは別に、防災教育と一体的に年１回以上

の防災訓練を行いましょう。 

  ○訓練内容の例 

   ・ 情報伝達訓練（情報の受け方および情報の発信方法） 

   ・ 避難判断訓練（特に自主避難についての判断） 

   ・ 避難誘導訓練（誰が、誰を、どこへ誘導するのか） 

   ・ 避難訓練（要介護度に応じた避難手法、階段避難方法） 

  ○避難訓練の実施時期および回数 

   ・ 新規採用の職員を対象に積極的に研修を実施しましょう 

   ・ 全施設職員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関す

る訓練を実施しましょう 

   ・ 訓練は出水期前に行い、年１回以上の防災訓練を実施しまし

ょう 
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 作成例  訓練用災害時行動手順チェックシート 

      施設内掲示用避難確保計画イメージ 

※ 施設内の見やすいこところに掲示 
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Ⅳ 土砂災害とその特性 

土砂災害とは、がけ崩れや、土石流、地すべりのことで、大雨や地震が

引き金となって土砂が大量に移動するものです。一旦発生すると人命に関

する危険性が高く、毎年各地で大きな被害をもたらしています。 

    災害の特性は、 

   ア 突発的に大きな破壊力を持って発生すること 

   イ 発生場所や時刻、被害規模を正確に予測することが困難 

    ウ 地質、崩壊のしやすさ、地下水位などの条件が場所ごとに異なっ

ており、この条件の変化を把握することが困難 

   などがあげられます。 

（１）土砂災害の種類 

 ・がけ崩れ 

  急な斜面が大雨などの影響で水分を含み、大量の土砂とともに崩れ落

ちるものです。（地震により発生する場合もあります。） 

  ひとたび人家を襲

うと逃げ遅れる人

も多く死者の割合

も高い。 

・土石流（どせきりゅう） 

   山の斜面から崩れた土や石、谷底にたまっていた砂利や石などが、大

雨などの水と一緒になって、一気に流れ出てくるものです。流れの急な

川や沢があるところで起こる

ことが多いのが特性です。 

  流れの速さは、20～40km/

ｈという速度で一瞬のうちに

人家や畑などを壊滅させてし

まう。 

・地すべり 

   斜面の一部あるいは全部が地下水の影響と重力によって、ゆっくりと

斜面下部に向かって移動する現象で、広範囲にわたり発生するのが特性

です。 

移動土塊量が大きい 

ため甚大な被害を及ぼ 

す可能性が高い。 
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（２）土砂災害の特徴と行動 

〔人命を奪う土砂災害〕 

■自然災害による死者・行方不明者のうち、土砂災害が占める割合が高い 

■土砂災害による死者・行方不明者のうち、災害時要配慮者が約６割も占

めている。 
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「土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」（国土交通省）より引用 
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避難場所について 

※避難の基本的な考え方（内閣府提供） 

〔指定緊急避難場所とは〕（市町が指定） 

災害の危険から命を守るために緊急的に避難をする場所です。土砂

災害、洪水、津波、地震等の災害種別に応じ、指定されます。 

 〔指定避難場所とは〕（市町が指定） 

  災害の危険に伴い避難をしてきた人々が一定期間避難生活をする

場所です。 

 〔避難行動の考え方〕 

① 土砂災害、洪水、津波、地震等の災害種別ごとに命の脅威がある 

場所を特定すること 

② それぞれの脅威に対してどのような避難行動をとればよいかを明 

確にすること 

③ どのタイミングで避難行動をとることが望ましいかを明確にする 

こと 

なお、災害は土砂災害だけでなく、複数の災害が同時に発生すること

が多いことから、避難時に他の災害に遭わないよう判断が必要です。 

◯「屋内における安全確保」（垂直避難）
・自宅内の上層階で山からできるだけ離れた部屋等に移動

◯「緊急的な待避場所」

・自らの判断で「近隣の堅牢な建物」（近隣の鉄筋コンクリート
造の建物等）に緊急的に退避することもあり得る

・そのため平時から適切な待避場所を確保しておくことが必要

◯「指定緊急避難場所」（※市町が指定）
・災害の危険から命を守るために緊急的に避難をする場所
・土砂災害、洪水等のハザード別に異なることに注意

立ち退き避難を行う場合は、ここへの早めの避難を基本

大雨等により指定緊急避難場所までの移動が危険な状況では

外出すら危険な状況では

近隣の鉄筋コン
クリート造の建
物
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気象情報の用語説明 

   表. 参考―１ 気象情報、気象注意報、警報、特別警報 

項目 提供元 説明
発表
間隔

主な提供
サイト

台風情報 気象庁 ・台風が発生したときに発表される。
・台風の位置や強さ等の実況及び予想が記載さ
　れている。
・台風が日本に近づくに伴い、より詳細な情報を
　より更新頻度を上げて提供。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

府県気象情報 気象庁 ・警報等に先立って警戒・注意を呼びかけたり、
　警報等の発表中に現象の経過、予想、防災上
　の留意点を解説したりするために、都道府県別
　（北海道、沖縄県ではさらに細かい単位）に適
　時発表される。（全国を対象とする「全般気象情
　報」、全国を１１に分けた地方予報区を対象とす
　る　「地方気象情報」もある。）

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

記録的短時間大
雨情報

気象庁 ・大雨警報（浸水害）等が発表されている状況で、
　数年に一度しか起こらないような記録的な短時
　間の大雨を観測したときに発表される。

－
・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

警報級の可能性
（H29　出水期か
ら提供開始）

気象庁 ・警報級の現象のおそれ（警報発表の可能性）が
　［高］［中］2段階の確度で提供される。 －

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

大雨注意報 気象庁 ・大雨により、災害が起こるおそれがある場合
　に発表される。
・注意を呼びかける対象となる災害として、注意報
　文の本文に、土砂災害、浸水害のいずれか又
　は両方が記載されている。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

洪水注意報 気象庁 ・河川が増水することにより、災害が起こるおそれ
　がある場合に発表される（指定河川について
　は、この洪水注意報や警報の他、河川を特定し
　て水位予測結果を含む指定河川洪水予報も発
　表される）。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

大雨警報 気象庁 ・大雨により、重大な災害が起こるおそれがある
　場合に発表される。
・警戒を呼びかける対象となる災害に応じ、「大
　雨警報（土砂災害）」「大雨警報（浸水害）」「大雨
　警報（土砂災害、浸水害）」という名称で発表さ
　れる。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

洪水警報 気象庁 ・河川が増水することにより、重大な災害が起こる
　おそれがある場合に発表される（指定河川につ
　いて、この洪水警報や注意報の他、河川を特定
　して水位予測結果を含む指定河川洪水予報も
　発表される）。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

大雨特別警報 気象庁 ・大雨により、重大な災害が起こるおそれが著しく
　大きい場合に発表される。
・警戒を呼びかける対象となる災害に応じ、「大雨
　特別警報（土砂災害）」「大雨特別警報（浸水害
　）」「大雨特別警報（土砂災害、浸水害）という名
　称で発表される。

－

・気象庁HP
・防災情報提供セン
ター

気
象
注
意
報
・
警
報
・
特
別
警
報

気
象
情
報
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 表. 参考―２ 雨量に関する主な情報 

ホームページアドレス参照 

■福井県　河川・砂防総合情報：http://ame.pref.fukui.jp/
■福井県ＨＰ
　・危機対策・防災情報ポータルサイト：http://bousai-portal.pref.fukui.lg.jp/public/index.php
■気象庁HP
　・レーダー雨量：http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/
　・アメダス雨量：http://www.jma.go.jp/jp/amedas/000.html?elementCode=0
■気象庁HP
　・土砂災害警戒情報：http://www.jma.go.jp/jp/dosha/
　・土砂災害警戒判定メッシュ情報：http://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/
■福井県HP
　・土砂災害警戒情報（補足情報）：http://ame.pref.fukui.jp/bousai/main.html?fnm=openMapMesh&no=2
■福井県ＨＰ
　・土砂災害警戒区域等管理システム：http://sabogis.pref.fukui.jp/MRFukuiS_I/login.asp
■福井県ＨＰ
　・水害ハザード情報：http://sabogis.pref.fukui.jp/FukuiF_I/login.asp

項目 提供元 説明
発表
間隔

主な提供
サイト

アメダス 気象庁 ・気象庁がアメダスによって観測した雨量。 気象庁
HP：60分毎
防災情報提
供センター：
10分毎

・気象庁HP
・防災情報提供センター

テレメータ雨量 国土交通省 ・国土交通省河川事務所等が観測した雨量。
10分毎

・川の防災情報
・市町村向け川の防災情報

リアルタイム雨量 国土交通省 ・国土交通省が保有する情報を集約して提供
10分毎

・防災情報提供センター
（リアルタイム雨量）

流
域
雨
量

流域平均雨量 国土交通省 ・河川の流域における平均の雨量

１０分毎

・市町村向け川の防災情報

レーダ・降水ナウ
キャスト

気象庁 ・現時刻までの5分毎の降水強度分布、及び、60分
後まで5分毎の予測降水強度分布を表示したもの。 5分毎

・気象庁HP
・防災情報提供センター

レーダ雨量
（Cバンドレーダ）

国土交通省 ・レーダ雨量計によって観測した降水強度分布
・１ｋｍメッシュで観測 5分毎

・川の防災情報
・市町村向け川の防災情報

レーダ雨量（XRAIN) 国土交通省 ・レーダ雨量計によって観測した降水強度分布
・250ｍメッシュで観測 1分毎

・川の防災情報
・市町村向け川の防災情報

リアルタイムレーダ 国土交通省 ・国土交通省の保有するレーダ情報を重ね合わせて
提供。

5分毎
・防災情報提供センター

解析雨量・降水短
時間予報

気象庁 ・現時刻までの前１時間の雨量の分布及び6時間先
までの1時間毎の予測雨量分布を表示したもの。 30分毎

・気象庁HP
・防災情報提供センター

高解像度降水
ナウキャスト

気象庁 ・30分先までは250mメッシュで、35分先から60分先
までは1㎞メッシュで、予測雨量、予測降雨強度の分
布を表示したもの。

5分毎
・気象庁HP
・防災情報提供センター

面
的
な
雨
量
把
握

地
点
雨
量
の
把
握
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  本手引きに関して、ご不明な点がありましたら下記問合せ窓口まで、

お問合せ下さい。関係部署・機関が対応させて頂きます。

福井県

【問合せ窓口】

◎土木部 砂防防災課  TEL  ：０７７６－２０－０４９４

         FAX  ：０７７６－２０－０６７６

E-mail ：sabo@pref.fukui.lg.jp

健康福祉部 政策推進Ｇ  TEL  ：０７７６－２０－０３２５

                       FAX  ：０７７６－２０－０６３７

E-mail ：kenfukubu@pref.fukui.lg.jp

総務部 大学・私学振興課  TEL  ：０７７６－２０－０２４５

                       FAX  ：０７７６－２６－１１７１

E-mail ：daishi@pref.fukui.lg.jp

教育庁 義務教育課    TEL  ：０７７６－２０－０５７４

                       FAX  ：０７７６－２０－０６７１

E-mail ：gimu@pref.fukui.lg.jp 

スポーツ保健課 TEL  ：０７７６－２０－０３８４

                       FAX  ：０７７６－２０－０６７２

E-mail ：sports@pref.fukui.lg.jp 


